
20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

7,699,689 7,459,903 7,158,526 6,802,760 6,530,493

- ▲ 253 ▲ 30,000 98,294 -

- - ▲ 1,523 1,523 -

7,699,689 7,459,650 7,127,003 6,902,577 6,530,493

6,748,392 6,989,258 6,869,945 6,603,213

87.6% 93.7% 96.4% 95.7%

基準値 目標値

22年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 24年度

60.0% 59.0% 55.0% 60.0% 集計中 60.0%

60.0% 60.0% 60.0% 60.0%

基準値 目標値

22年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 24年度

43.8% 38.4% 41.6% 43.8% 集計中 50.0%

44.0% 46.0% 50.0% 50.0%

基準値 目標値

22年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 32年度

67.6% 69.6% 58.1% 67.6% 71.6%(速報値) 65.0%

65.0% 65.0% 65.0% 65.0%年度ごとの目標値

参考・関連資料等

○関連法令（右記検索サイトから検索できます） URL:  http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi
○第9次職業能力開発基本計画　URL:  http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/hourei/H110415M0010.pdf
○関連事業の行政事業レビューシート　ＵＲＬ：
（職業転換訓練費負担金）http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/h22_gyousei_review_sheet/pdf/0340.pdf
（一般の職業能力開発校を活用した障害者に対する職業訓練の実施）
http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/h22_gyousei_review_sheet/pdf/0341.pdf
（母子家庭の母等の職業的自立促進事業）
http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/h22_gyousei_review_sheet/pdf/0342.pdf
（障害者職業訓練指導員経験交流事業費）
http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/h22_gyousei_review_sheet/pdf/0343.pdf
（障害者職業能力開発校運営委託費）
http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/h22_gyousei_review_sheet/pdf/0344.pdf
（障害者の態様に応じた多様な委託訓練の実施）
http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/h22_gyousei_review_sheet/pdf/0816.pdf
（地域における障害者職業能力開発促進事業）
http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/h22_gyousei_review_sheet/pdf/0900.pdf

担当部局名 職業能力開発局 作成責任者名
能力開発課長

志村幸久
政策評価実施時期 平成24年９月

測定指標

指標１
障害者職業能力開発校の修了

者における就職率

実績値

年度ごとの目標値

指標２
障害者の委託訓練修了者にお

ける就職率

実績値

年度ごとの目標値

指標３
母子家庭の母等の職業的自立
促進事業の修了者における就

職率

実績値

執行額（千円、d）

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等

のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

- - -

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関

連計画等）

職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第５条に基づき策定した第9次職業能力開発基本計画において、
「障害者に対しては、障害者の障害特性やニーズに応じた専門的な職業訓練を行う施設である障害者職業能
力開発校の設置・運営や、障害者の態様に応じた多様な委託訓練の実施により、引き続き障害特性等にきめ
細かに配慮した訓練を実施する必要がある。」
「母子家庭の母等に対しては、準備講習付き職業訓練と託児サービスの提供を組み合わせた支援が実施され
ているところであり、このような母子家庭の母等の特性に配慮した支援を引き続き実施していく必要がある。」
とされています。

予算書との関係
・関連税制

　本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
一般会計
（項）障害者等職業能力開発支援費 （全部） ［平成24年度予算額：5,221,296千円］労働保険特別会計雇用勘
定
（項）障害者職業能力開発支援費 （全部） ［平成24年度予算額：1,118,597千円］
東日本大震災復興特別会計
（項）社会保障等復興政策費 （全部） ［平成24年度予算額：190,600千円］

施策の予算額・執行額等

※　「執行額」欄には、独法
の運営費交付金は含まな

い。

区分 25年度要求額

予算の
状況

（千円）

当初予算（a） 6,077,473

補正予算（b）

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c）

施策の概要
本施策は、働くことを希望する障害者や就労経験のない又は就労経験に乏しい母子家庭の母等の社会的自立
の促進のために実施しています。

モニタリング結果報告書

（厚生労働省24（Ⅴ－２－２））

施策目標名 福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等をすること（施策目標Ⅴ－２－２）


